
3つのポリシー（商経学部） 

アドミッション・ポリシー(入学者受入れ方針) 

商経学部では、伝統と実績を重んじつつ、 実学の真の楽しさ・面白さを追求し、劇的に変化する経済や社会に対

して柔軟に対応し、高い倫理観を持って企業活動を変革できる人材、『ビジネスプロフェッショナル』人材を育成す

ることが教育目標である。 

上記の教育目標に基づくディプロマ・ポリシーおよびカリキュラム・ポリシーの達成のため、本学の学士課程の教

育にふさわしい知識・技能を持ち、商学・経営学を中心とした社会科学全般の学びに積極的に取り組む学生を受

け入れる。 

 

求める学生像 

・ 高等学校の教育課程を幅広く修得し、入学後の学修に必要な基礎学力を身につけている学生 

・ 実社会における諸課題を発見し解決するための専門教育と、幅広い教養教育で知識・技能を学ぶ意欲を持つ

学生 

・ 実社会の多様な人々との連携とアクティブラーニングにより、主体性・多様性・協働性を身につける意欲を持

つ学生 

・ 上記の学びを通して思考力・判断力・表現力・高い倫理観を修得する意欲を持つ学生 

・ 商学・経営学を中心とした社会科学全般の学びに積極的に取り組む学生 

・ さまざまな資格取得を通じてビジネススキルを修得する意欲を持つ学生 

 

入学者選抜の基本方針 

面接試験においては、志望理由、大学での修学意欲、将来の目標などを確認する。 

調査書や修学計画書等の書類審査においては、高等学校までの学びや活動の成果、大学入学後の修学計画の具

体性や実現性の他、高等学校時代に取得した資格の証明書や創作物などの活動成果も評価に加味する。 

学力試験等では、高等学校までに学んできたことが正しく理解できているかを評価するため、理解力、数理能力、

表現力、語学力を高等学校の授業に準拠した内容ではかる。 

１．学校推薦型選抜 

面接、学校長の推薦書および調査書、修学計画書、小論文等を用いて、「求める学生像」を体現する可能性をは

かり、総合的に合否を判定する。高等学校在学時の成果をはかるため、面接と比較して調査書などの出願書類

をより重視する。 

（1）指定校制学校推薦型選抜 

小論文の内容から「思考力・判断力・表現力」を重視し評価する。 

（2）公募制学校推薦型選抜 

[学業評価型] 小論文の内容から「思考力・判断力・表現力」を重視し評価する。 

[検定資格評価型] 検定・資格の保有状況から「知識・技能」を重視し評価する。 

２．総合型選抜 

面接、調査書、修学計画書、小論文等を用いて「求める学生像」を体現する可能性をはかり、総合的に合否を判



定する。大学入学後の意欲をはかるため、調査書などの出願書類と比較して面接をより重視する。 

（1）給費生総合型選抜 

特に優秀な成績を収めた者を給費生として選抜する。 

[プレゼンテーション型] プレゼンテーションでは特に、課題への理解・表現の明確さ・プレゼンテーションの工

夫・質疑応答の的確さ・時間配分の適当さといった点から「思考力・判断力・表現力」を重視し評価する。 

[検定資格評価型] 検定・資格の保有状況から「知識・技能」を重視し評価する。 

[卒業教員連携型] 人物評価書や調査書、小論文の内容から「思考力・判断力・表現力」を重視し評価する。 

[探究学習評価型]探究学習レポートおよび口頭試問から、探究学習での自身の行動、取り組みの論理的な整

理・説明、経験を通じて得た学びと意欲、知的好奇心といった点から「主体性・多様性・協働性」を重視し評価す

る。 

（2）一般総合型選抜 

[適性試験型] 高等学校までの学びを正しく理解できているか、適性試験の成績から「知識・技能」を重視し評

価する。 

[検定資格評価型] 検定・資格の保有状況から「知識・技能」を重視し評価する。 

[活動評価型] 課外活動の取り組みから「主体性、多様性、協働性」を重視し評価する。 

（3）併願総合型選抜 

[活動評価型] 課外活動の取り組みから「主体性、多様性、協働性」を重視し評価する。 

[学力評価型] 高等学校で学んだ各教科・科目に係る理解ができているか、基礎学力試験から「知識・技能」を

重視し評価する。特に優秀な成績を収めた者を給費生として選抜する。 

（4）文化・スポーツ実績総合型選抜 

[特待生選抜、一般選抜型] 文化部、運動部等の活動実績から「主体性、多様性、協働性」を重視し評価する。 

３．一般選抜 

本学の学士課程の教育にふさわしい知識・技能（理解力、数理能力、表現力、語学力）を持っているかを学力試

験や記述式総合問題、大学入学共通テストの成績、調査書等の書類審査に基づいて評価し、総合的に合否を判

定する。 

給費生選抜では、特に優秀な成績を収めた者を給費生として選抜する。主体性評価型では高等学校での学びに

取り組む過程および大学進学後の学びに対する意欲から「主体性」を評価する。個別試験型および共通テスト型

いずれも、「知識・技能」を重視し評価する。 

（1）個別試験型 

学力試験の成績から「知識・技能」を重視し評価する。加えて、記述式総合問題では「思考力・判断力・表現力」を、

調査書等では高等学校までの学びの成果として課外活動「主体性、多様性、協働性」や、資格・検定「知識・技能」

などの成果を総合的に評価する。 

（2）共通テスト型 

大学入学共通テストの成績から「知識・技能」を重視し評価する。加えて、調査書等では高等学校までの学びの

成果として課外活動「主体性、多様性、協働性」や、資格・検定「知識・技能」などの成果を総合的に評価する。 

４．特別選抜 

（1）外国人留学生特別選抜 

面接、修学計画書、小論文、日本語能力試験の成績等を用いて評価し、総合的に合否を判定する。日本語能力試



験の成績から「知識・技能」を評価し、面接試験では「主体性・多様性・協働性」を重視し評価する。 

（2）全国商業高等学校長協会推薦特別選抜 

面接、調査書、修学計画書等を用いて評価し、総合的に合否を判定する。本学指定の高難易度資格取得実績か

ら「知識・技能」を評価し、給費生として選抜する。 

 

カリキュラム・ポリシー(教育課程の編成・実施方針) 

商経学部では、伝統と実績を重んじ、実学の真の楽しさ・面白さを追求し、ディプロマ・ポリシーの達成のため、以

下のカリキュラムを体系的に編成し実施する。商経学部の教育目標は、劇的に変化する経済や社会に対して、柔軟

に対応し、高い倫理観を持って企業活動を変革できる人材、『ビジネスプロフェッショナル』人材の育成である。商

学科においては、最新の会計理論とスキルの向上、また経営学科では、デジタルテクノロジーを利用した先進的な

経営を学ぶ教育を行う。 

 

専門教育 

商経学部では、商学・経営学に加えて経済学の知識を学び、ビジネス・経済や社会に関する幅広い専門的知識を修

得させる。初年次に学部学科の基礎的な専門科目を必修科目として設置する。2 年次以降には、専門知識を多角

的に身に付けさせるために、所属する学科に設置したコースから主コースを選択する制度を設ける。また希望者

は、副コースとして、主コースで選択したコース以外の所属学科のコース、他学科のコース、他学部のコースを選択

可能とする。 

 

ゼミナール教育 

発展的な専門知識・技能を修得するために、2年次以降にゼミナール教育を実施する。2年次が基礎ゼミⅠ・Ⅱ、3

年次が研究ゼミⅠ・Ⅱ、4 年次が研究ゼミⅢ・Ⅳとなる。ゼミナールは、幅広い分野の教員が担当する。ゼミナール

教育では、研究、調査、プレゼンテーション等の積み重ねによって専門学修を深化させ、4 年次の研究ゼミⅢ・Ⅳに

おいて卒業研究論文または制作物を作成することを必須とする。 

 

教員養成教育（教職課程） 

教職課程の履修者に対し、1 年次に、学部学科における基礎的な学びとともに、教職や生徒指導等の教育の基本

的知識を身につける科目を配当する。 

2 年次には、学部学科での専門的な学びとともに、教科指導等の基本的知識・技術や生徒理解の基礎を身につけ

る科目を配当する。3 年次には、学部学科でのより専門性の高い学びとともに、アクティブラーニングによって教

科指導・生徒指導等の実践的知識・技術を身につける科目を配当する。 

4 年次には、これまでの 3 年間の学びを有機的に統合し、教育実習などによって教科指導・生徒指導等の実践力

を身につける科目を配当する。なお、３・４年次には、希望者を対象に課外活動としてインターンシップの機会も設

定する。 

 

商経学部では、各科目で身につく知識・技能等をシラバスに記載し、シラバスに記載された評価方法・基準により

学修成果を評価する。 



さらに GPA を導入することで学生の学修状況を把握し、指導に役立てている。上記の区分ごとに決められた単

位数を修得するとともに、合計 124 単位以上を修得することによってディプロマ・ポリシーで定める学位を授与

する。 

 

ディプロマ・ポリシー(学位授与方針) 

建学の精神に基づき、実学教育を通じて創設者・遠藤隆吉が唱える「治道家」を育成することを教育理念とする。 

 

商経学部では、伝統と実績を重んじつつ、変化の激しい社会に柔軟に対応する学びにより、実学の真の楽しさ・面

白さを追求する。商経学部において、高い倫理観、専門的な知識・技能、幅広い教養を身につけ、所定の単位を修

得した学生に学位を授与する。実学は、座学と実践の融合によって体現される。商経学部では、社会人として生き

ていくために必要な知識、技能、問題発見と分析・解決能力に加え、ビジネス・経済・社会に関する幅広い専門的知

識を身につけ、社会の発展に主体的・組織的に貢献する人材の育成に努める。 

 

本学では、建学の精神に基づき、「実学教育」を通じて創設者・遠藤隆吉が唱える「治道家」を育成することを教育

の理念とし、以下の力を身につけ、所定の単位を修得した学生に卒業を認定し、学位を授与する。 

治道家とは、「大局的見地に立ち、時代の変化を捉え、社会の諸課題を解決する、高い倫理観を備えた指導者」を

指す。 

 

高い倫理観 

ビジネス・経済・社会の多様な局面で、主体的・組織的に判断・行動する際に求められる使命感と倫理観 

 

幅広い教養 

持続可能な社会を実現する上で欠かせない学際的な学びを基礎とした普遍的な知識、ならびに多様な意見や考

え方を尊重できるコミュニケーション能力 

 

専門的な知識・技能 

ビジネス・経済・社会の動きを理解し、問題解決するために必要な商学・経営学を中心とした有用かつ高度な知識

および技能 

 

上記の力を身につけるためのカリキュラムを編成・実施し、所定の単位の修得により、学修成果を評価する。 


